
 

茨城地方最低賃金（特定産業別最賃含む）に関する調査票 

茨城県中小企業団体中央会 

 

 

 

 

 

団 体 名  事業所名  

回 答 者 名 （役職）                              （氏名） 

所 在 地 茨城県               市・町・村 

 

 令和７年度茨城地方最低賃金及び茨城特定産業別最低賃金につきまして、該当する番号にチェック

☑して下さい。  

 

（１）貴事業所の主たる業種について、１つ選択してください。 

□ ① 農林水産業 □ ② 鉱業 □ ③ 建設業 □ ④ 鉄鋼業  

□ ⑤ 機械器具製造業 □ ⑥ 電気機械器具製造業 □ ⑦ その他の製造業 □ ⑧ 電気・ガス・熱供給・水道業 

□ ⑨ 情報通信業 □ ⑩ 運輸業 □ ⑪ 卸売業 □ ⑫ 小売業 

□ ⑬ 金融業 □ ⑭ 不動産業 □ ⑮ 宿泊業 □ ⑯ 飲食業 

□ ⑰ 教育・学習支援業 □ ⑱ 医療・福祉 □ ⑲ サービス業   

□ ⑳ その他（                                            ） 

 

（２）貴事業所の従業員数（パート・アルバイトを含む）について教えてください。 

□ ① １～５人 □ ② ６～１０人 □ ③ １１～２０人 □ ④ ２１～３０人 

□ ⑤ 31～40 人 □ ⑥ 41～50 人 □ ⑦ 51～99 人 □ ⑧ 100 人以上 

 

（３） 令和７年度の茨城地方最低賃金及び茨城特定産業別最低賃金の負担感についてお聞かせ下さい。 

□ ① 大いに負担になっている  □ ② 多少は負担になっている  □ ③ 負担になっていない 

 

（４） （３）で「①大いに負担になっている」、「②多少は負担になっている」と回答された方にお伺いしま

す。最低賃金額の引上げにより、どのような影響を受けているかお聞かせ下さい。（自由記述） 

 

 

 

 

 

当会では、県内事業者の最低賃金を引上げに係る対応状況や課題、今後必要とされる支援策等を把握し、関係

機関への提言及び支援事業の充実に活用することを目的にアンケート調査を実施することと致しました。 

つきましては、ご多忙のところ恐縮ではございますが、趣旨を御理解いただき、本調査に御協力いただけますよ

うお願い致します。なお、回答につきましては、FAX 又は E-Mail で御回答いただくか、QR コードより回答フォ

ームに接続の上、御回答いただけますようお願い致します。【回答締切：令和８年２月２７日（金）】 



 

（５） 令和 7 年の最低賃金引上げに対する貴事業所の対応をお聞かせ下さい。 

□ ① 最低賃金を下回ったため、賃金を引上げた 

□ ② 最低賃金を上回っていたので、賃金は引上げていない  

□ ③ もともと最低賃金を上回っていたが、更に賃金を引上げた 

⇒上記で①又は③と回答された方は引上げた従業員の属性を☑下さい（複数選択可） 

      □正社員  □フルタイム･有期契約労働者  □パート労働者 

 

（６） 最低賃金引上げに伴う人件費増加分への具体的対応策(今後の対応含め)をお聞かせ下さい。 

（複数回答可） 

□ ① 他の従業員の賃上げを抑制（一時金削減含む）     

□ ② 人材確保を見据え、同業他社を上回る賃金に改定  

□ ③ 雇用調整の実施、または採用の抑制 

□ ④ 採用を正社員から非正規社員へ切替え 

□ ⑤ 省人化・自動化を推進し、生産性を向上 

□ ⑥ 残業時間・シフトの削減 

□ ⑦ 設備投資の抑制 

□ ⑧ 人件費以外の諸経費等コスト削減 

□ ⑨ 商品・サービスの価格・料金の引上げ 

□ ⑩ 内部留保による対応 

□ ⑪ 新たな販路開拓 

□ ⑫ 従業員の能力開発及びスキルアップ 

□ ⑬ 新たな商品・サービスの開発 

□ ⑭ 福利厚生費の削減 

□ ⑮ 具体的な対応策が取れず、収益を圧迫

 

（７） 令和８年度の最低賃金改正を見据えた現時点のお考えをお聞かせ下さい。 

※経済状況次第でご回答が難しいと思いますので､現時点のご意向で構いません 

□ ① 引上げせずに、現状の金額を維持すべき 

□ ② 令和 7 年度の上げ幅を下回る範囲で引上げるべき 

□ ③ 令和 7 年度の上げ幅と同水準で引上げるべき 

□ ④ 令和 7 年度の上げ幅を上回る水準で引上げるべき 

□ ⑤ 分からない 

  ⇒理由がありましたら下記に記入してください。（自由記述） 

 

 

 

 

 

 

（８） 現時点で人件費上昇分のうち、どの程度を価格転嫁できているかお聞かせ下さい。 

□ ① 約１００％ □ ② 約７５％ □ ③ 約５０％ 

□ ④ 約２５％ □ ⑤ ほぼ０％ □ ⑥ わからない 

 

（９） 現時点で人件費以外の原材料など物価上昇分のうち、どの程度を価格転嫁できているかお聞か

せ下さい。 

□ ① 約１００％ □ ② 約７５％ □ ③ 約５０％ 

□ ④ 約２５％ □ ⑤ ほぼ０％ □ ⑥ わからない 

 



 

（10）これまでに国・県等の最低賃金引上げ及び賃上げに係る支援策を活用したことがありますか。 

 □ ある  □ ない 

 

⇒「ある」と回答された方は活用した支援策をお聞かせください。 （複数回答可） 

□ ① 業務改善助成金 □ ② キャリアアップ助成金 

□ ③ 人材開発支援助成金 □ ④ 働き方改革推進支援助成金 

□ ⑤ いばらき業務改善奨励金 □ ⑥ いばらき賃上げ支援金 

□ ⑦ 価格転嫁促進事業 □ ⑧ その他（                     ）   

 

⇒「ない」と回答された方は活用していない理由をお聞かせください。（複数回答可） 

□ ① 支援策の存在を知らなかった □ ② 内容がよくわからなかった 

□ ③ 対象要件を満たさないと思った □ ④ 申請条件・要件が厳しいと感じた 

□ ⑤ 申請手続きが煩雑・手間がかかる □ ⑥ その他（                     ） 

 

（12） 茨城地方最低賃金､茨城特定産業別最低賃金についてご意見等ございましたらお寄せ下さい。 

 

 

 

 

 

 

～ご協力ありがとうございました～ 

 

 

＜送付先＞                                           <QR コード＞ 

茨城県中小企業団体中央会 業務課 

F A X ： 029-224-6446 

E-Mail ： shinko@chuoukai-ibaraki.jp 


